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1. 土砂流出斜面の安定度の試算

1.1.検討条件

資料 2は、既往事実から土砂流出箇所全体の発生メカニズムを検討した。その結果、１回目の土砂流出は、下図に示すように上流部（上部）斜面のいずれかから発生したことが想定された。

そのため、資料 3は、1 回目の土砂流出発生源と推定される上流部（上部）（下図）に着目して、その発生位置の検討を行い詳細なメカニズムと恒久対策に必要な素因と誘因検討の基礎資料とした。

【上流部（上部）】
・差分量は-1～-2m
・最大は A 箇所頂部（緊急車両用道路）付
近で-2～-3m

・横断 No.2～No.3 の中央部の露岩箇所も
深い（2～3m）。

・堆積物の流出残土/捨土区分は不明。
【上流部（下部）】
・差分量は+0.5～1m

【下流部】
・差分量は±0.5m

被災前 LP データ(2016)より

被災後 LP データ(2024)より

資料 2：土砂流出の全体のメカニズムの推定範囲

資料 3：上流部（上部）の１回目の土砂流出に関する検討範囲

・１回目の土砂流出の発生源が上流部（上部）のいずれかと仮定

（可能性１・可能性２）。

・本章は以下を検討する。

① １回目の土砂流出の発生源の位置

② １回目の土砂流出に対する緊急車両用道路の影響

可能性 2：A 箇所（上流部（上部）斜
面）末端部が起点となった場合
（30ｍ以上の巨木倒木が原因）

擁壁撤去後

30ｍ以上巨木の倒木

か斜面下方からの土

砂流出

可能性１：A 箇所上部（緊急車両用
道路付近）が起点となった場合

擁壁撤去後

図 1.1-1.資料 2 と資料 3 の検討対象について

上流部（上部）の１回目発生源の可能性（資料２より）

※複数の巨木が存在

斜面側に傾倒したものや下方向け

に傾倒したものが混在する
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1.2. 土砂流出斜面の安定度の試算

・土砂流出の発生機構の推定（資料 2）から、１回目の土砂流出は、上流部（上部）斜面（A 箇所）の中で発生した

可能性がある。そこで土砂流出の発生箇所を検討する目的で、箇所ごとの斜面安定性について相対評価を行った。

（1）検討の背景

・ 第 3 回「松山市城山斜面崩壊・緑町土砂災害」調査速報会」

資料（図 1.2-1）では、以下に示す直線斜面の安定計算を実

施し、緊急車両用道路付近や上流部（下部）斜面では、「地表

面から浸透する雨水以外の影響があれば、斜面が不安定化す

る」ことが示された。

・ そこで、この手法と同様に“直線斜面の安定計算”を用いた

手法で土砂流出の可能性のある各地点の安定性を相対評価

した。

図 1.2-1 直線斜面の安定解析手法を用いた被災前斜面の水位上昇による安定性の変化

（右上：崩壊物の粒度分析結果、下：直線斜面の安定計算結果）

（2）検討方法

・ 図 1.2-2 に示す斜面安定モデルとして直線すべりを想定し、「土層深」（A 箇所で流出した堆積物の厚さ）と「斜

面勾配」、「土質定数」から斜面安定度を評価した。

土層深：2016 年の LP 地形データと 2024 年の土砂流出後の LP 地形データの差分から算出

斜面勾配：2016 年の LP 地形データを用いた傾斜角度から算出

・ 本手法で対象斜面の代表的な土質定数を設定した場合、図 1.2-2 に示すように地下水位が地表面と一致する時

に崩壊する土層深（免疫土層深 Dim）と、斜面勾配＞Φの条件で地下水位がない場合に崩壊する土層深（上限

土層深 Dul）で囲まれた範囲（図中の赤塗の範囲）を設定する（「技術者に必要な斜面崩壊の知識」飯田智之

2012 をもとに記述）。

① 図 1.2-2 の右下は、「水なし」時と「水圧最大」の時の安全率 1.0 の間の領域を赤着色している。図 1-2 左下に示

すように、斜面が急で土層が厚い（グラフ右上）ほど不安定であり、かつ間隙水圧が大きいほど不安定になる。

② この図に土砂流出発生前の斜面勾配と、差分図で得られた流出した堆積物の厚さをプロットすると、上限土層深

Dul より右上の領域は不安定、免疫土層深 Dim より左下の領域は安定、中間の赤塗りの領域に位置するものは、

静水圧の上昇に伴い不安定化すると判断できる。

図 1.2-2 直線斜面の安定計算による安定度を試算する方法の概念

上限土層深 Dul

免疫土層深 Dim

※岡村・小野（2024）流動化した土砂の物理特性と流下経路の観察（仮）

第 3 回「松山市城山斜面崩壊・緑町土砂災害」調査速報会資料より引用

※松四（2015）豪雨と崩壊：山地の斜面災害を知る、平成 25 年度第 24 回防災研究所公開講座資料より一部引用
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（3）検討データおよび検討対象箇所

・第 2 回検討委員会で示した表流水解析から、地表水の流入が顕著な箇所（≒水位上昇しやすい箇所）として示

された「B 箇所流下区域」、「谷地形 C 流下区域」、「谷地形 D 流下区域」で比較を行う。

・また、土砂流出箇所の頂部は発生源の場合が多いため、「A 箇所源頭部」も比較箇所として抽出した（図 1.2-3）。

・検討に使用した被災前の 2016 年の LP データに基づく測線中心線の面勾配と土層深（差分図）、勾配図、地形

断面図および傾斜量平面図（2016・2024）を、次頁の図 1.2-5～図 1.2-6 に示す。

（４）検討結果

2016 年の地形データを用いて被災前の当該斜面の相対的な安定性を比較した。

■結論

・ 「A 箇所源頭部」は、斜面勾配が急で土層が厚いため、比較対象箇所の中で最も不安定。次に不安定な箇所は

「B 箇所流下部」である。

・ ベーンコーンせん断試験（巻末資料参照）から得られた強度定数 c=5.04kN/m2 φ＝35°を代入すると（図

1.2-4 下）、「A 箇所源頭部」は、一部が水位に関わらず不安定な状況にあり、「A 箇所源頭部」の多くが水位上

昇に伴い不安定化する領域にある。「B 箇所下流域」では一部の土層深が厚い箇所（この計算では仮に 1.5ｍ以

上）かつ斜面勾配 30°以上の箇所では水位上昇に伴い不安定化する領域にある。

■詳細

・ A 箇所源頭部（〇）：土層厚が最も厚く、斜面勾配が急なため相対的に最も不安定である。一部は、水位がな

くても不安定な状態であり、ほかの箇所もわずかな地下水上昇で不安定化しやすい状況にある。

・ B 箇所流下区域（□）：斜面勾配が緩く、土層深は A 箇所源頭部に比べ薄いため、相対的にはやや不安定程度

である。一部の土層深が厚い箇所（この計算では仮に厚さ 1.5ｍ以上）かつ斜面勾配 30°以上の箇所では水位

上昇に伴い不安定化する領域にある。

・ 谷地形 C 流下区域（△）；堆積物が薄く、勾配も緩いため、侵食拡大等がなければ、A 箇所源頭部や B 箇所流

下区域に比べて不安定化しにくい。

・ 谷地形 D 流下区域（×）；堆積物が薄く、勾配も緩いため、侵食拡大等がなければ、A 箇所源頭部や B 箇所流

下区域に比べて不安定化しにくい。

図 1.2-4 斜面勾配、土層深、強度定数を用いた直線斜面の安定計算より想定される斜面の安定性

図 1.2-3 直線斜面による簡易安定度比較に用いる対象斜面位置
（表流水解析と地表踏査により抽出した安定度を試算する候補）

勾配 45°以
上は、擁壁等
構造物の可
能性高い

飯田智之（2012）技術者に必要な斜面崩壊の知識，鹿島出版会に基づく、
金井哲男 浅井健一 佐々木靖人 法水哲（2016）土層強度検査棒を用いた危険斜面抽出方法，平成 28

年度日本応用地質学会研究発表会講演論文集．P13,PP169-170 の方法を使用
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図 1.2-5 地形差分断面図と土層深（差分図）、傾斜角度（勾配）の関係

上流部（上部）

上流部（下部）

下流部

2024は設置型LPであり点群密度
が高いため表示精度が異なる

図 1.2-6 被災前後の斜面勾配図

（2016LP データおよび被災後設置型 LP データを用いた）

2016 被災前 LP傾斜量図

2024 被災後 LP傾斜量図

断面図 対象箇所（中心測線）

土層深（2016/2024 差分図）

（中心測線）

斜面勾配（2016 被災前）

（中心測線）
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２．上流部（上部）の安定性の検証

・第 1 章の相対的な斜面の安定性評価の結果から、「A 箇所源頭部」から「B 箇所流下区域」までの区間にあたる、

上流部（上部）が不安定化しやすい可能性があることが示唆された。そこで上流部（上部）を対象に、被災前の

当該斜面の“土砂流出の発生のしやすさ”の検証を目的に安定解析を実施した。

・なお今回、原位置試験（巻末資料参照）で求めた土質定数を仮の値として安定解析（計算）を行っている。した

がってここに示す安全率は、斜面位置の違い（上部・中部・下部）と地下水位に対する相対的な安定性の違い・

変化を示したものであり、当該斜面の安定性そのものを評したものではない（絶対評価ではない）点に注意が必

要である。

2.1 安定解析の実施方法および実施結果

（１）解析条件・解析方法

・ 土砂流出斜面の主測線である A-1 測線の断面を解析断面とする。

・ 土砂流出発生前の地形は 2016 年 LP データとし、土砂流出発生後に取得された 2024 年 LP データの地表面

（擁壁等を撤去した後の地形）を、解析におけるすべり深さの最深値として円弧すべりによる計算を行う。

・ 計算は、A 箇所源頭部を含む「斜面上部」、「斜面中部」、B 箇所流下区間を含む「斜面下部」に区分して行う。

・ 単位体積重量は資料 4 と同じ条件とし、土質定数は原位置試験で求めた仮の値で試算した。

湿潤単位体積重量 γt：18kN/m3

粘着力 c：5.04kN/m2

内部摩擦角 φ：35°

図 2.1-1 上流部（上部）を対象とした安定解析の検討断面と解析模式図（イメージ）

・ また、地下水位の影響の程度を検証するため、すべり深さの最深値を基準として満水位に対し“30％水位”、“60％

水位”を設定し、“水位無し”を含む計 4 通りの水位条件での解析を試みた。

（２） 安定解析の実施結果

・ 「斜面上部」、「斜面中部」、「斜面下部」のそれぞれで求められた最小安全率の円弧すべりの試算結果を、次頁

以降の図 2.1-2～図 2.1-4 に示す。各条件にて試算した安全率は下表のとおりである。

表 2.1-1 最小安全率の円弧すべりによる安全率の変化

水位条件

斜面上部 斜面中部 斜面下部

安全率
すべり面長

（m）
安全率

すべり面長

（m）
安全率

すべり面長

（m）

水位無し 1.229 20.221 1.509 20.943 1.852 14.243

30%水位 1.138 21.864 1.417 17.829 1.732 14.243

60%水位 0.984 21.865 1.230 17.829 1.495 18.891

満水位 0.749 20.722 0.935 20.943 1.130 14.243

2.2 上流部（上部）における被災前の安定性について

・ 表 2.1-1 および図 2.2-1 に示すように、斜面下部の“満水位”における安全率（Fs=1.130）は、斜面上部の“水

位無し”における安全率（Fs=1.229）より小さい。このことより、勾配の小さい斜面下部であっても地下水位

の高さによっては斜面上部よりも安全率が相対的に小さくなることがあり得ることがわかった。

・ 現在、ボーリングのコア試料を用いた室内試験（三軸圧縮試験）を実施中であり、今後、斜面内の地下水位を

再現する（雨水や表流水の浸透を考慮した）「地下水解析」を実施する（本資料第 3 章参照）。これらの試験・

解析結果を踏まえた上流部（上部）の安定性の再検証結果については、第 4 回検討委員会に提示する。

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0
水位無し 30%水位 60%水位 満水位

安
全
率

地下水位の条件

斜面上部

斜面中部

斜面下部

図 2.2-1 水位条件の変化に対する
「斜面上部」「斜面中部」「斜面下部」
それぞれの安全率の低下傾向

なお、円弧 3 条件の水位
上昇に伴う安全率の低下
割合はほぼ同率である

-5-



第 3 回 松山市緑町土砂災害対策技術検討委員会 資料 3

図 2.1-2 安定解析結果（１）斜面上部

斜面上部：水位無し

斜面上部：30%水位

斜面上部：60%水位

斜面上部：満水位
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図 2.1-3 安定解析結果（２）斜面中部

斜面中部：水位無し

斜面中部：30％水位

斜面中部： 60％水位

斜面中部：満水位
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図 2.1-4 安定解析結果（３）斜面下部

斜面下部：水位無し

斜面下部：30％水位

斜面下部：60％水位）

斜面下部：満水位
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3. 地下水解析について

・2 章では、１回目土砂流出は地下水位条件で複数の箇所が不安定化する可能性が示された。そのため、第 4 回委員

会において 3 次元浸透流解析結果を提示し、発生箇所の精度を高める。浸透流解析は、発生メカニズムの精度と

誘因の一つである地表水・地下水の影響を明確にして恒久対策工検討に使用する。

3.1 地盤モデルの作成

・地表踏査結果（堆積物・基盤岩等の分布範囲の確認）や、既往の表面波探査結果（第 2 回検討委員会資料参照）な

らびにボーリング調査結果（図 3.1-2～図 3.1-3）等をもとに、地下水解析への活用のため 3 次元地盤モデルを作

成している（図 3.1-1）。

・ここでは大きく、基盤岩（風化岩）と堆積物（盛土等を含む）を区分するものとし、表 3.1-1 に示す作業手順から、

図 3.1-4 に示すような「岩盤上面モデル」の作成を進めている。

図 3.1-1 3 次元地盤モデル（堆積物-基盤岩の地層境界による：南東方向からの鳥観）

図 3.1-2 ボーリング調査地点および地質断面図測線

図 3.1-3 ボーリング調査地点周辺における地質断面図
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表 3.1-1 ３次元地盤モデルの作成手順
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図 3.1-4 地盤モデル(岩盤上面モデル)の例

地表面～岩盤上面間の断面パネル

南東方向から鳥瞰

南東方向から鳥瞰

平面図

岩盤上面モデル（左上図）を基図とし、岩盤上面に分布

する堆積物の厚さ（層厚）を色調で表したモデル図

暖色系の色調ほど堆積物の厚さが厚いことを示す
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3.2 解析条件および得られるアウトプットについて

（1）解析ソフト等

有限要素モデル（3D モデル）により地表水や地下水の各種解析を行う、カナダ Aquanty 社の統合型流域モデリ

ングのための解析プログラム「HydroGeoSphere」を使用する。

※Aquanty 社 HP より引用 https://www.aquanty.com/hydrogeosphere

図 3.2-1 HydroGeoSphere の解析例：3D モデル（左）、地表水深（中）および地下を含む飽和度分布（右）

（2）解析条件と得られるアウトプット

以下に示す解析条件をもとに、発災時（7/11～7/12）の表流水の水深・流量や地下の飽和度分布（≒堆積物内の

地下水位）などの再現を試みる。なお、解析範囲は、第 2 回検討委員会で示した表流水の解析と同じ、本丸広場

全周～谷地形 D までの範囲とする（図 3.1-1 下図を参照）。

１）地表面の条件（粗度）

現地状況から、大きく舗装路や建屋等の「構造物」、本丸広場を中心とする「裸地」、山林で覆われる斜面である

「林相」に区分して解析を行う（表 3.2-1）。

表 3.2-1 地表面粗度の設定

図 3.2-2 地表面の区分について

２）水理地質区分・水理条件

地質の区分は大きく“堆積物”（埋土、盛土等を含む）と“基盤岩”（風化岩）に区分し、それぞれの水理定数は、

一般値から表 3.2-2 のように設定する。

表 3.2-2 水理地質区分および水理定数の設定

３）降水条件（降雨パターンと降水量）

アメダス気象観測所「松山」の降水量を使用する。まず、10 年平均降水量により再現計算を行い（ボーリング

調査時の孔内水位と比較を行い）、水理定数の調整等を行ったのち、2024 年 1 月～5 月以降、月降水量～日降水量

～時間降水量から、①50cm の路面変状が生じた 7/1、②土砂流出発生時の最大時間降水量を計測した 7/11 4:00、

③最初の異常が確認された 7/12 2:00 それぞれの予測計算を行う。

図 3.2-3 地下水解析に用いる降水条件について

-12-
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【巻末資料】土質定数について

前述の安定解析を実施するにあたり、対象とする堆積物の c・φを推定するため、（国研）土木研究所で開発され

た「土層強度検査棒」による試験の一つである“ベーンコーンせん断試験”を実施した（図-1）。

図-1 ベーンコーンせん断試験の概要

（１）試験の実施位置

土砂流出の発生した A 箇所に隣接し、瓦等が混在した堆積物に覆われる B 箇所の斜面内にて、地表部で瓦礫等

が比較的少ないと目される地点を選定して（瓦礫等のベーンコーンへの接触による過度な回転トルクを避ける）、

33 地点（V1～V33）で試験を実施した。なお、各地点の試験深度は概ね 0.2m～0.4m 程度となっている。また、

荷重計の読み値で 25N，50N，75N，100N の４段階の荷重に対するトルク値を計測している。

図-2 B 箇所斜面内における試験実施地点（左）および試験実施状況（右）

（２）試験結果の整理

各地点における試験結果に対して、佐々木（2010）に準じて、それぞれベーンコーンにかかる垂直荷重 Wvc（N)

と、ベーンコーンにかかるトルク Tvc（N・m）を算出して回帰式を求めるとともに、矢島ほか（2019）に基づき、

回帰式の切片（Tvc0）および傾き（ΔTvc／ΔWvc）から、試験地点それぞれの c・φを求めた（図-3）。

図-3 ベーンコーンせん断試験による c・φの算定例

（３）安定解析等に用いる c・φの推定

全 33 地点で求められた c・φを整理して図-4 に示す。結果は概ね内部摩擦角φの増加に対して粘着力 c が低下

する負の相関を示している。一方、別途実施されたボーリング調査（標準貫入試験）では、砂質土を主体とする堆

積物（埋土等）の N 値は N=5～15 程度を示しており、その内部摩擦角は 35°程度と推定される（表-1）。

図-4 c-φ相関図

表-1 砂の相対密度、内部摩擦角とＮ値との関係

※地盤調査法（社団法人地盤工学会）より引用

以上の結果から、安定解析等の対象とする堆積物の c・φは、下記を仮値として用いる。

・ 内部摩擦角φ=35°，粘着力 c=5.04kN/m2 … 図-4 の相関図による

① ハンドルを用いて、円錐状先端コーンを測定深度まで

貫入する。

② ロッドを地盤に挿入したままハンドルを外し、継手を

用いて荷重計をセットする。

③ 円錐状先端コーンの回転時の周面摩擦（回転トルク）

を、トルクレンチを用いて測定する。トルクレンチは

ほぼ一定の速度（1°/sec 程度）でゆっくりと回転さ

せる。

④ ロッドを一度引き抜いて、円錐状先端コーンをベーン

コーンに交換する。

⑤ ハンドルを用いて、ベーンコーンを再度測定深度まで

貫入する。ロッドが回転しないよう慎重にハンドルを

外し、継手を用いて荷重計をセットする。

⑥ ロッドに所定の荷重をかけながら、ベーンコーンを回

転させて、回転トルクを測定する。③と同様、トルク

レンチはほぼ一定の速度でゆっくりと回転させる。

⑦ 一度、せん断された場所は試験に不適となるため、ベ

ーンコーンを 2〜3 ㎝押し込むことで、試験位置を再

設定する。

⑧ 段階的にコーンにかける荷重を変化させながら、⑥〜

⑦を複数回繰り返し、荷重と回転トルクを記録する。

ΔTvc／ΔWvc Tvc0

0.032 0.132

次式によりcdkとtanφdkを求める cdk ＝ 20.3 × Tvc0 （kN/m2）， tanφdk ＝ 25.6 ×（ΔTvc／Wvc）

tanφdk 39.3粘着力cdk（kN/m
2
） 2.674 0.818 内部摩擦角φdk（°）

y = 0.032x +0.1317

R² = 0.9744
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y = -1.002x + 40.105

R² = 0.6135
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※佐々木靖人（2010）：土層強度検査棒による斜面の土層調査マニュアル（案），土木研究所資料 第 4176 号，平成 22 年 7 月

矢島良紀・山本定雄・金井哲男・法水哲・浅井健一（2019）：土層強度検査棒による地盤のせん断強度評価に関する考察，日本応用地質学会令和元年度研究

発表会講演論文集，pp239-240
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3．発生メカニズムについて

（３）緊急車両用道路の影響検討

（１回目の土砂流出発生源となった上流部（上部）における土砂流出メカニズムと緊急車両用道路の影響検討）

令和 6 年 10 月 11 日
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1. 被災前の緊急車両用道路クラックの発生原因

・7 月 12 日の土砂流出発生源は、A 箇所の上流部（上部）のいずれかから発生した可能性がある（資料 2）。

・本章は、発生箇所の検討を行うにあたり、被災前の緊急車両用道路の変状発生状況や変状進行程度について検

討した。

＜結論＞

・ A 箇所は、2015 年に擁壁・盛土・カゴ枠が施工された。その後 2017 年に擁壁の傾きが確認され、2018 年に

舗装された後に道路クラックが確認された。その後の道路クラックは警報級の降水量の記録後に変状の進展

がみられた。

・ A 箇所では、2024 年 6 月中旬に道路クラックの変位が増加し、その後、7 月 1 日に 10cm 以上の変位が発生、

7 月 2 日に約 50cm の変位まで拡大したため、7 月 2 日以降、応急対策工事が実施された。

・ B 箇所（緊急車両用道路の施工範囲外）も、2021 年に道路縦断方向にクラックの存在が確認され、2023 年に

このクラックの拡大が記録された。

・ 被災前の斜面変形は、道路施工範囲に関わらず発生している。この斜面変形は、降雨が誘因となり発生して

おり、変位の進行程度から 7 月 2 日頃には、斜面がかなり不安定な状況になっていたと推定する。

1.1 道路変状の発生状況について

・ 当該道路の影響検討は、当該道路工事に関する記録が残っている 2015（平成 27）年以降を対象とした。

・ 図 1.1-1、表 1.1-1 に緊急車両用道路の変状発生箇所、図 1.1-3 に代表的な道路変状の写真を示した。併せて図

1.1-2 にそれぞれの変状発生前の土壌雨量指数値（降雨期間中の最大値）を示す。

（1）A 箇所：被災前の変状発生状況

表 1.1-1 緊急車両用道路の A 箇所（2015 年施工区間）と B 箇所における主な変状と降雨の関係

当該地区の被災前の道路変状の結果を以下に示す。

・ 2017 年に A 箇所で確認された緊急車両用道路の擁壁の傾き（①）～2024 年の舗装面クラック変状（⑦）は、

変状発生前に土砂災害警戒情報下限値を超過している。

・ 最も大きな変位が発生した 2024 年 7 月 1～2 日は、土砂災害警戒情報下限値以下である（図 1.1-3）。しかし、

2024 年 6 月の月間降水量（363mm：図 1.1-2 上の赤矢印）は、過去 20 年間の出水期の月間降水量の平均

（182mm）の約 2 倍であり、6 月の月間降水量としては過去 20 年間で第 2 位を記録している。

図 1.1-1 緊急車両用道路沿いの変状箇所（赤波線、図中番号は図 1.1-2、3 の番号と共通）特徴的な大雨 道路変状等

2017（平成29）年9月17日
累積雨量187.5、土壌雨量指数

最大値159(19時）

2017（平成29）年9⽉19⽇〜2018

（平成30）年11月21日
擁壁に軽微な傾きを確認 ①

2018（平成30）年7⽉5⽇〜8⽇

 ※⻄⽇本豪⾬

累積雨量361、土壌雨量指数最

大値196(7日7時）

2018（平成30）年7⽉17⽇〜30⽇ 舗装⾯に⻲裂発⽣を確認 ②

2018（平成30）年9⽉8⽇〜10⽇
累積雨量198、土壌雨量指数最

大値158(9日16時）

2018（平成30）年11⽉28⽇〜12⽉

13日

艮門スロープ下（A箇所）の路肩（斜面

側）地盤の沈下、舗装面下空洞確認
③

2020（令和2）年7⽉6⽇〜8⽇
累積雨量299.5、土壌雨量指数

最大値177(8日3時）

2020（令和2）年8月17日
艮門スロープ下（A箇所）の路肩に近い舗

装面に凹み確認
④

2023（令和5）年6⽉30⽇〜7⽉1⽇
累積雨量263.5、土壌雨量指数

最大値183(1日5時）

2023（令和5）年7⽉10⽇〜13⽇
艮門スロープ下（A箇所）の路肩下斜面の

一部崩壊。
⑤

2023（令和5）年10⽉2⽇〜11⽉27

日

擁壁とカゴ枠工の隙間、カゴ枠工下部の斜

面の表層崩壊を確認
⑥

2024（令和6）年6月11日
艮門スロープ下（A箇所）の道路路肩の舗

装に⻲裂確認。
⑦

2024（令和6）年6⽉27⽇〜7⽉1⽇
累積雨量199、土壌雨量指数最

大値107(1日16時）

2024（令和6）年7⽉1⽇〜2⽇

道路起点〜⾉⾨スロープ下（A箇所）にか

けて路⾯の⻲裂拡⼤（斜⾯側への沈下）と

擁壁の傾きを確認

⑧

2024（令和6）年7⽉11⽇〜7⽉12

⽇ ※崩壊直前〜発⽣

累積雨量197.5、土壌雨量指数

最大値127(12日4時）

3時49時頃崩壊発生、その後4時45分、4時

50分頃にも発生。

年月日
各種履歴

変状番号

図 1.1-2 過去 20 年間の出水期の月間降水量と変状前に発生した降雨の土壌雨量指数値（最大値）

月
間

降
水

量
(
m
m
)

※雨量データは、松山観測所アメダスデータ 出典：気象庁ホームページ（https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php）、土壌雨量指数

は気象庁のタンクモデルによる計算手法と同じ手法、条件で計算した。

-1-
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図 1.1-3 A 箇所の代表的な道路変状の時系列整理

（①、②、③、⑤、⑥、⑦、⑧は表 1.1-1 の変状番号を示す）

（2）B 箇所：被災前の変状発生状況

・ 2015 年に道路施工された区間（A 箇所）以外では、B 箇所（図 1.1-1）で被災前に 2 回の変状記録が残され

ている（図 1.1-4、図 1.1-5）。

・ B 箇所の変状は、A 箇所と異なり、調査時に存在が確認されたものであり、定期巡回でないため変状発生時

期は不正確である。2021 年はその直前に大きな降雨が記録されていないが、2023 年の変状発見前は大雨が

記録されている（図 1.1-2）。

（3）まとめ

・ A 箇所は、2015 年に擁壁・盛土・カゴ枠・舗装がされた。その後、2017 年に道路クラックが確認された。道

路クラックは、A 箇所（道路施工箇所）・B 箇所（施工範囲外）ともに大雨の後に変状の進展がみられた。

図 1.1-4 2021（令和 3）年 11 月 9 日 B 箇所（擁壁未施工箇所）で確認された道路クラック

図 1.1-5 2023（令和 5）年 7 月 9～13 日 B 箇所（擁壁未施工箇所）で確認された道路クラック

艮門スロープ下 A 箇所の道路路肩付

近。6 月 12 日に段差のない開口亀裂

艮門スロープ下（A 箇所）の路肩直下

に表層崩壊を確認（指定管理者からの

報告では“地滑り”と表記）

擁壁とカゴ枠の周辺の変状状況。擁壁

直下のカゴ枠との間に隙間が発生。カ

ゴ枠直下に小崩壊発生

YSP10付近から終点方向の道路路面肩の亀

裂状況（シール材充填後）。道路中央他、斜

面路肩（擁壁天端と舗装の境界付近）にも

亀裂が発生している。

「竣工～2017 年 9 月 19 日」と「2018

年 3 月 29 日～11 月 21 日」の 2 つの期

間中に擁壁は全体的に谷側に傾斜。

YSP35.94 付近の路肩の変状状況、地盤

の不同沈下により、縁石が不規則に傾

いている。地盤沈下量は 20cm 程度。

①2017 年緊急車両用道路の擁壁傾き

⑤2023 年 7 月のり面崩壊生

②2018 年７月舗装面にクラック発生 ③2018 年 11 月 路肩沈下

2024 年 7 月 12 日 土砂流出⑧2023 年 7 月 2 日大きな段差⑧2024 年 7 月 1 日段差

⑥2023 年 10 月擁壁基礎部の変状 ⑦2024 年 6 月 舗装面にクラック発生

艮門スロープ下周辺 YSP30 から起点側

に向けて撮影。斜面下部方向への地盤

移動による明瞭な段差（10cm 以上）を

確認。

１日で斜面（斜め下）方向に移動し

た。移動量は写真の目視確認で約

50cm 程度。

土砂流出が発生

緊急車両用道路未舗装部崖側（B 箇所）の亀裂状況。

道路延長方向と平行に長さ 2ｍ程度、開口幅 3cm 程

度、深さは 40cm であった。

拡 大
至：長者ヶ平

至 長者ヶ平

2021 年 11 月に確認されたクラック発生箇所と同じ箇所で、2 年前に比べて変状規模が拡大（クラック延長約 10m）

となっている（左写真）。その後表流水侵入防止のためにブルーシートで養生（右写真）。

写真手前は長者ヶ平方向

-2-
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1.2 道路変状の発生要因について

（1）被災前の道路クラック発生原因の検討

本項では、緊急車両用道路に形成された道路クラックの成因について検討した。

（目的）

・ 道路クラックは、図 1.2-1 に示す「沈下」「傾動」「下方移動」のいずれかで形成されたと考えられる。

また、それらが発生する原因は以下の 2 つを想定して検討する。

発生原因１：構造物荷重に対する基礎地盤の支持力不足、基礎地盤自体の変形（擁壁の傾倒含む）

発生原因２：斜面の不安定化（斜面下方への変形）

図 1.2-1 今回発生した道路クラックの発生形態

（検討方法）

・ 発生原因を検討するため、以下 3 つの計算を実施した。

ａ）擁壁荷重による地盤の沈下（即時沈下）

ｂ）擁壁直下地盤の水浸沈下

ｃ）擁壁の傾動による沈下

（検討結果）

ａ）擁壁荷重による地盤の沈下（即時沈下）

・ 擁壁の基礎地盤は主に砂質土から構成される捨土層であることから、日本建築学会の砂地盤の即時沈下（弾

性沈下）の計算式を適用した。

・ 2023 年の道路擁壁沿いで実施した簡易貫入試験結果（最低値 Nd＝10）を踏まえて、沈下計算を行った結果、

Nd 値から推定する擁壁の自重による即時沈下量は 1cm 以下と推定する。

b）擁壁直下地盤の水浸沈下

・ 既往資料による砂質土地盤の水浸による圧縮ひずみと細粒分含有率の関係は図 1.2-3 とされている。

・ 捨土層の細粒分は、当該地区の既往資料（図 1.2-4）を用いた場合 2％程度であり、水浸による圧縮ひずみは

1%程度と想定する。擁壁直下の捨土層厚は約 1m（100cm）とすると水浸沈下量は 1cm 程度と推定できる。

擁壁が傾動した場合

擁壁が沈下した場合

擁壁が下方移動した場合

図 1.2-4 引用した当該地域の堆積物の物性値

岡村・小野（2024）流動化した土砂の物理特性と流下経路の観察（仮）、

第 3 回「松山市城山斜面崩壊・緑町土砂災害」調査速報会」より引用

クラック

図 1.2-3 締固めた砂質土の水浸による圧縮ひずみと
細粒分含有率の関係（Dc＝85%、荷重 50kN/m2）

一般財団法人建設工学研究所（2016）：宅地盛土の水浸沈下現場試験

方法に関する共同研究 最終報告書より引用

図 1.2-2 擁壁の即時沈下計算結果
計算方法は建築基礎構造設計指針（日本建築学会）

に準拠した
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C）擁壁の傾動による沈下

・ 7 月 2 日の沈下量は、黒板の大きさから 50 ㎝程度と想定する（図 1.2-5）。

・ 擁壁の傾動により 50ｃｍの沈下が発生するためには、擁壁の傾きは 42°が必要である。しかし、同じ図 1.2-

5 によると、擁壁天端のガードパイプに傾倒は見られない。

＜まとめ＞

・ a）即時沈下と b）水浸沈下を合わせた擁壁荷重に起因した沈下量は数 cm 程度である。

・ c）擁壁はほぼ傾動せず、変形せずに水平に下方移動しているため、傾動していない。

・ 上記より 7 月 2 日の 50cm の変位が自重や支持力不足による擁壁傾動による沈下の可能性は低い。そのため、

被災前に発生した道路クラックは、発生原因２：斜面の不安定化（斜面下方への変形）が原因と考える。

図 1.2-5 7 月 1～2 日の緊急車両用道路の変状状況の比較（YSP20～終点側を望む）

（2）道路クラックの変状の進行速度から推定される被災直前の斜面安定度

（目的）道路クラック写真の変状の進行の程度から、斜面変形の進行性や安定性の変化を推定した。

（検討方法）道路クラックの拡大が顕著になった 6 月 12 日～被災までのクラック拡大速度の変化を現場写真（図

1.2-6）から想定した。

（検討結果）

・ 緊急車両用道路の段差は、6 月 24 日以降を比較すると、7 月 1 日に急激に速度を増し、７月 2 日には 50cm

の段差を生じている（図 1.2-7）。

・ 緊急車両用道路部では、7 月 1 日以降、活動が活発化し、7 月 2 日にはかなり不安定な状況になっていたと推

定する。

・ なお、７月 3 日から応急対策工事が実施され、道路擁壁と盛土の撤去による荷重除荷が行われている。

図 1.2-6 令和 6 年 7 月 2 日を含む 3 時期の道路変状状況

図 1.2-7 写真からのデータによる道路変状の累積変位量

ガードパイプは傾倒しておらず擁壁は、傾動ではなく沈下もしくは斜面下方への移動している。

ガードパイプは水平移動量よりも沈下量が大きい。

ガードパイプ ガードパイプ

7 月 1 日の変状状況 7 月 2 日の変状状況

6 月 12 日撮影 7 月 1日撮影

7月 2日撮影

7/1～2 で最大 50cm 程度移動

6/12～7/1 で最大 20cm 程度移動

昨年末～6/12 までに 2cm 程度移動
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（3）被災前の道路クラック発生原因の推定（斜面変形の発生条件）

本項では、1.1 項の道路変状の発生の状況整理結果ならびに（1）～（2）の検討結果を踏まえ、道路変状の発

生原因について検討した。

＜用語定義＞

・ 斜面変形：7 月 12 日以前に道路に発生した道路クラックを形成した斜面変状。

・ 土砂流出・土砂流下：7 月 12 日に発生した土砂流出とそれらが下方斜面への流下する現象を示す。

＜まとめ＞

・ 今回、土砂流出があった緊急車両用道路周辺では、擁壁施工の有無によらず、2017 年以降に警報級の大雨を

契機に変状が繰り返し発生している。

・ 道路変状は、擁壁自体の沈下や傾倒ではなく、斜面の下方への変形（＝斜面変形）が原因である。

・ 緊急車両用道路部では、７月 1 日以降、活動が活発化し、７月 2 日には大きな変形が発生する段階まで進ん

でいたため、7 月 2 日時点で、斜面はかなり不安定な状況になっていたと推定する。

■ 被災前の道路クラック発生メカニズム

被災前の道路変状の発生メカニズムを以下に示すとともに図 1.2-8 に変状経緯をまとめ、図 1.2-9 にモデルを

示す。

１）令和 6 年 6 月以前、斜面変形が進行し道路クラックや舗装面の変形、表層崩壊が発生

２）令和 6 年 7 月 2 日は、6 月 30 日～7 月 1 日の降雨後の後に斜面変形が進行し、緊急車両用道路に 50 ㎝

の路面段差が発生

緊急車両用道路建設（現在の道路の構築）

緊急車両用道路擁壁区間の整備工事（2015 年）

（擁壁・盛土工）

・荷重増加

・表流水流

路変更

A 箇所の道路クラックの顕在化

（2017 年以降：擁壁傾倒開始 2018 年：亀裂・沈下）

緊急車両用道路の応急対策工事（2024 年 7月 2日～8 日）

（擁壁・盛土撤去）

土砂流出発生（2024 年 7月 12 日）：擁壁撤去前の擁壁基礎地盤は残存

・荷重除荷

・工事に伴い

表 流 水 対

策（水路確

保）

B 箇所の道路クラックの顕在化（2021 年：未舗装部にクラックと段差）

A 箇所の崩落・周辺の表層崩壊確認（2023 年）
B箇所の道路クラック拡大

A 箇所沿いの立木 13 本伐採（2024 年 6月）

A箇所のクラック拡大、段差発生（2024 年 7 月 1日⇒7月 2日）

図 1.2-8 ７月 12 日被災前の変状発生経緯
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図 1.2-9 被災前の道路クラック発生（斜面変形）メカニズム

2. 緊急車両用道路の斜面変形への影響検討

・ 7 月 12 日の土砂流出前に当該斜面で発生していた斜面変形について、緊急車両用道路の影響で不安定化した可

能性を検討した。

・ 対象は、被災前に道路クラックを発生させた“斜面変形”における道路影響の検討である。

■概要

・ 大中小の 3 つの円弧すべりを仮定し、緊急車両用道路施工に伴う斜面の安全率を試算した。いずれの円弧も道

路中央に発生したクラックを通るものとした。

・ 試算の地下水位条件は満水位と水位なしの 2 条件、荷重条件は道路擁壁の施工前と施工後の 2 条件とした。

・ 結果、仮定したすべり円弧の①②③ともに、道路施工に伴う安全率低下は 2.4％以上であり、被災前の斜面に

おいて、道路施工が“斜面変形”に影響を与えていた可能性がある。

2.1 安定解析による緊急車両用道路施工の影響の試算条件

１）解析断面

・ 検討断面は、緊急車両用道路の擁壁高さが 2ｍと高い箇所、かつ 7 月 12 日土砂流出範囲の中央部に配

置した A-1 断面とした。

・ A-1 断面において、以下に示す大中小の 3 つの円弧すべりを仮定した（図 2.1-2）。

・ いずれの円弧もクラックが認められた緊急車両用道路の道路中央を通るものとした。

すべり円弧①：想定長 約 10.5m。周囲の崩壊地形を参考に仮定した（図 2-1.1）。

すべり円弧②：想定長 約 40ｍ。被災後地形の地形変換点を参考に仮定した。

すべり円弧③：想定長 約 60ｍ。被災後地形の地形変換点を参考に仮定した。

■令和 6 年 6月以前の代表的な斜面変形

擁壁未設置箇所：舗装下の空洞、舗装面沈下、路

肩崩壊、（③④⑤⑦：表 1.1-1）

擁壁設置箇所：擁壁傾

倒、擁壁とカゴ枠の隙

間、表層崩壊（①⑥）

斜面変形
道路区間共通：舗装面

の亀裂（②）

?

艮門スロープ
への斜路

?

空洞

沈下

路肩崩壊

亀裂

傾倒

隙間

重力式擁壁

カゴ枠工

表層崩壊

図 2.1-1 3 次元地形図による崩壊跡等の段差地形の抽出結果

■令和 6 年 7月 2日時点の斜面変形

・ 6 月 30 日～7 月 1 日の降雨後の

7 月 2 日 50 ㎝の路面段差発生

➡ 降雨による斜面変形

斜面変形

7 月 12 日の土砂

流出範囲

変形量小

変形量大
No W L

1 5.61 11.41

2 7.95 10.82

3 6.15 11.41

4 8.52 12.87

5 7.79 10.39

6 8.37 11.04

7 5.47 8.00

8 4.24 8.07

9 6.04 7.99

10 9.65 12.55

平均 6.98 10.46

≒7.0m ≒10.5m

3D地形図に基づく崩壊地形の規模崩壊跡等の段差地形の規模
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２）土質定数

ここでは、原位置試験（ベーンコーンせん断試験；資料 3 p13 巻末資料参照）で得られた土質強度と逆算

により得られた土質強度の 2 ケースを設定して（表 2.1-1）、安全率を試算した。

・ 湿潤単位体積重量 γt：18kN/m3

※愛媛大学の速報値を参考：γt＝γd×（1＋w/100）＝1.6×（1+13/100）≒1.8gf/cm3＝18kN/m3

γd：乾燥密度（gf/cm3）、w=初期含水比(%)

・ 土質強度（すべり面強度）

すべり円弧①～③の土質強度は、表 2.1-1 に示す値となる。

なお、逆算により土質強度を算出する際、現地地盤は砂質土であることから内部摩擦角をφ＝30°に

固定して粘着力 C を逆算により求めた。土質強度の逆算条件は、擁壁建設前地形で、地下水位なし、

初期安全率 Fs=1.00 と仮定して算出した。

それ以外の土質定数については、一般値を採用した。

表 2.1-1 設定した土質強度

すべり面

原位置試験結果 逆算強度

粘着力

C（kN/m2）

内部摩擦角

φ（°）

粘着力

C（kN/m2）

内部摩擦角

φ（°）

すべり円弧①

5.04 35

1.35

30すべり円弧② 2.76

すべり円弧③ 2.11

３）試算条件

・ 地下水位：満水位と水位なしの 2 条件

・ 荷重：道路擁壁設置前と施工後の 2 条件

2.2 安定解析による緊急車両用道路施工の影響の試算結果

仮定した 3 つのすべり円弧の安定解析結果を図 2.2-1～図 2.2-12 に示し、結果一覧を表 2.2-1 にとりまとめた。

【試算結果】

・ 水位条件、土質強度の設定条件によって安全率の低下量は変化するものの、すべり円弧①～③のいずれにおい

ても、緊急車両用道路（擁壁・盛土）の施工によって安全率は低下する結果となる。

・ 被災前の斜面において、緊急車両用道路の擁壁・盛土荷重は、被災前の緊急車両用道路で発生していた道路ク

ラックの原因である“斜面変形”に影響を及ぼした可能性がある。

表 2.2-1 擁壁施工による仮定したすべり円弧の安全率の低下

＜すべり円弧①＞

土質強度設定条件 原位置試験結果による土質定数 逆算強度による土質定数

水位条件 水位無し 満水位 水位無し 満水位

施工前の安全率 1.475 0.886 1.000 0.524

施工後の安全率 1.347 0.789 0.946 0.494

安全率の差分△F
-0.128

（12.8%減）

-0.097

（9.7%減）

-0.054

（5.4%減）

-0.030

（3.0%減）

＜すべり円弧②＞

土質強度設定条件 原位置試験結果による土質定数 逆算強度による土質定数

水位条件 水位無し 満水位 水位無し 満水位

施工前の安全率 1.320 0.778 1.000 0.557

施工後の安全率 1.241 0.721 0.947 0.523

安全率の差分△F
-0.079

（7.9%減）

-0.057

（5.7%減）

-0.053

（5.3%減）

-0.034

（3.4%減）

＜すべり円弧③＞

土質強度設定条件 原位置試験結果による土質定数 逆算強度による土質定数

水位条件 水位無し 満水位 水位無し 満水位

施工前の安全率 1.373 0.804 1.000 0.538

施工後の安全率 1.306 0.758 0.959 0.514

安全率の差分△F
-0.067

(6.7%減)

-0.046

（4.6%減)

-0.041

（4.1%減）

-0.024

（2.4%減）

図 2.1-2 安定解析の検討断面（仮定したすべり円弧）

円弧①

円弧②

円弧③

※安定計算のために仮定したすべり円弧を図示
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【原位置試験結果による土質強度 安定解析結果図】

図 2.2-1 安定解析結果（すべり円弧①、水位無し、土質強度:原位置試験結果、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-3 安定解析結果（すべり円弧②、水位無し、土質強度:原位置試験結果、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-5 安定解析結果（すべり円弧③、水位無し、土質強度:原位置試験結果、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-2 安定解析結果（すべり円弧①、満水位、土質強度:原位置試験結果、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-4 安定解析結果（すべり円弧②、満水位、土質強度:原位置試験結果、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-6 安定解析結果（すべり円弧③、満水位、土質強度:原位置試験結果、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞
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【逆算強度による土質強度 安定解析結果図】

図 2.2-7 安定解析結果（すべり円弧①、水位無し、土質強度：逆算、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-9 安定解析結果（すべり円弧②、水位無し、土質強度：逆算、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-11 安定解析結果（すべり円弧③、水位無し、土質強度：逆算、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-8 安定解析結果（すべり円弧①、満水位、土質強度：逆算、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-10 安定解析結果（すべり円弧②、満水位、土質強度：逆算、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

図 2.2-12 安定解析結果（すべり円弧③、満水位、土質強度：逆算、施工前・施工後）

＜施工前＞ ＜施工後＞

-9-



第 3 回 松山市緑町土砂災害対策技術検討委員会 資料 4

3. 緊急車両用道路の 1 回目の土砂流出発生への影響検討

・資料 2 で緑町地区への土砂流下の発端となった 1 回目の土砂流出は、緊急車両用道路の直下の A 箇所（上流部（上部））であると推定された。

・資料 3 は、1 回目土砂流出の発生源は、A 箇所（上流部（上部））の斜面内で複数個所があることが示された。

・本章は、複数の発生源候補について、それぞれにおける緊急車両用道路の影響について整理した。

＜検討対象とする緊急車両用道路＞

2015 年に A 箇所に整備された舗装路と盛土・カゴ・擁壁を施工した区間の影響を検討した。

3.1 緊急車両用道路と土砂流出箇所の位置

（1）応急対策工事の時系列整理

・ 応急対策工事は、令和 6 年 7 月 2 日～8 日に実施された（雨水流入対策済：表流水集中なし）。

・ 応急対策工事は、擁壁を再設置する予定であったが、擁壁と盛土を撤去した段階で７月 12 日に土砂流出が発生した。

・ 7 月 12 日土砂流出時には擁壁やクラックより下方の盛土は撤去されていた（図 3.1-1）。

7 月 9 日撮影（雨水流入対策完了後）

7 月 2 日撮影（盛土・擁壁撤去前）

被災直前 7 月 8 日の応急対策工事の状況

・重力式擁壁は7月12日の崩壊前に撤去されている。埋戻し撤去、電気配

管吊り防護工事状況・YSP10～終点側（上）、YSP20～始点（下）

被災前工事に
よる擁壁撤去

道路クラックから

下の盛土を撤去

被災前工事
による擁壁撤去 道路クラックから

下の盛土を撤去

被災後 7 月 29 日（第 1 回委員会時）の斜面状況

・撤去した重力式擁壁の底盤基礎部分は崩壊して

いない（赤の崩落線より上に残存）。

A 箇所 頂部

道路クラック
崩落線

撤去して
いなかった
擁壁は傾倒 崩落線

道路クラック

図 3.1-1 緊急車両用道路の応急対策工事の進捗とその後の被災時の状況（被災時に緊急車両用道路は撤去されていた）

-10-
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YSP20

YSP30

A-1

X

断面測線

撤去擁壁跡

YSP0

YSP10

YSP20

YSP30

A-1

X

断面測線

撤 去 擁 壁

当初から

擁壁なし

（2）土砂流出箇所の整理（図 3.1-2）

（目的）緊急車両用道路と今回発生した土砂流出の位置を正確に把握する目的で、緊

急車両用道路近傍の被災前の地形と被災後の地形を比較した。

（手法）2016 年のレーザー測量地形と 2024 年被災後のレーザー測量地形を重ねると

ともに、擁壁設計図に示された擁壁の入った地形線を重ねた。

（結果）2024 年 7 月 12 日の土砂流出の頂部は、7 月 1 日以降に顕著に進展した道路

クラック位置ではなく、撤去前の道路擁壁の基礎よりも谷側で発生してい

る。

すなわち、緊急工事（7 月 8 日）によって盛土・擁壁が撤去された後に残さ

れた地盤は、7 月 12 日にも流失しておらず、ほぼそのまま残されている。

図 3.1-2 土砂流出範囲と緊急車両用道路の位置

土砂流出範囲と測線位置図

B 箇所（擁壁なし） A 箇所擁壁区間

（大きな斜面変状なし：表層のみ）

A 箇所（擁壁・盛土撤去後）

着色：被災後地形

着色：被災後地形

着色：被災後地形

着色：被災後地形

着色：被災後地形

着色：被災後地形

着色：被災後地形

A 箇所（擁壁・盛土撤去後）

A 箇所（擁壁・盛土撤去後）

A箇所（断面方向が斜面傾斜方向

ではないため参考）

撤去した盛土・擁壁 撤去した盛土・擁壁

撤去した盛土・擁壁

撤去した盛土・擁壁

事前に撤去した盛土・擁壁

未撤去盛土・擁壁

道路クラック

道路クラック

道路クラック
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図 3.1-3 土砂流出範囲と緊急車両用道路の位置（全体図）

事前撤去した盛土・擁壁

未撤去盛土・擁壁

A 箇所

B箇所
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図 3.1-4 地質断面図 A-1 断面
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（3）7 月 12 日の土砂流出面と緊急車両用道路クラックの関係（斜面変形と土砂流出の関係）

（目的）斜面変形である道路クラックと土砂流出面の関係について検討した。

（方法）７月 1 日から被災後の 7 月 29 日の道路クラック写真を比較した（図 3.1-5）。

（結論）

・ 道路クラックは、6 月中旬に確認されたあと、7 月 1 日に顕著に変位し、7 月 2 日に大きく沈下した。

その後、応急対策工事が行われた 7 月 8 日の道路クラック状況は、7 月 2 日と大きな差はない。

・ その後、7 月 12 日の土砂流出後の 7 月 29 日の写真では、クラックの段差はほとんど変わっていない。

道路クラックは 7 月 12 日の土砂流出時には変形量が小さく、緊急車両用道路より下方斜面が流出したた

め、被災時には道路クラックと土砂流出面は異なる動きをしていた。

図 3.1-5 道路起点側から見た 7 月 1 日以降の道路変状、応急対策および被災後状況

7 月 8 日被災前応急対策工事 7 月 29 日被災後

・ 道路クラックの段差は、7 月 2日以降大きく動いておらず、特に 7月 12 日に道路クラックに変位は見られない。

・ 7 月 12 日は、道路クラック付近ではなく、道路擁壁より下方の斜面が流出している。

7 月 1 日 7 月 2 日

-14-
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3.2 1 回目土砂流出の発生メカニズムと緊急車両用道路の影響について

・本項は、前項で整理した 7 月 12 日の土砂流出時の緊急車両用道路の変状状況を踏まえ、特に被害が大

きかった 1 回目の土砂流出の発生メカニズムとその発生への緊急車両用道路の影響について検討した。

【当該箇所の土砂流出の発生プロセスと各段階における緊急車両用道路の影響について】

■１回目土砂流出の A 箇所（上流部）：発生源におけるプロセス

・上流部（上部）で発生したと推定される１回目の土砂流出は、図 3.2-2 に示すように以下プロセスと考え

る。

プロセス 1) 斜面変形

プロセス 2）土砂流出

プロセス 3）土砂流下

・ここで土砂流出の発生メカニズムとその過程を説明するにあたり、用語の定義を再掲する。

＜用語定義＞

・斜面変形：7 月 12 日以前に道路に発生した道路クラックを形成した斜面変状。

・土砂流出・土砂流下：7 月 12 日に発生した土砂流出とその下方斜面に流下する現象。

■１回目土砂流出発生箇所（プロセス２）

・上流部（上部）斜面の中で、降雨に伴い土砂流出した（可能性１）・倒木がきっかけとなり土砂流出した

（可能性 2）の 2 つの可能性を示した（図 3.2-1 資料 2・資料 3）。

上記をもとに次頁から各プロセスのメカニズム及び、その段階で想定され道路影響について述べる。

可能性１：A 箇所上流部（上部）の斜面
で土砂が流出

擁壁撤去後

可能性 2：A 箇所上流部（上部）の末端部
にあった巨木の倒木に伴い
土砂流出が発生

擁壁撤去後

30m 以上の巨木

の倒木により

土砂流出が発生

図 3.2-1 上流部（上部）の１回目発生源の可能性（資料２より）

※複数の巨木が存在

斜面側に傾倒したものや下方向け

に傾倒したものが混在する
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■プロセス１）被災前の斜面変形＝道路クラック形成（図 3.2-2 左上）

① 被災前の斜面変形の“発生メカニズム”

・ 道路クラックを形成させた斜面変形は、降雨が原因（誘因）で進展している。

・ A 箇所は、少なくとも 2017 以降には、道路クラック拡大の記録がある。

・ 道路クラックはA箇所・B箇所ともに発生しており、道路範囲内外で同時期に発生しており、斜面全

体で斜面変形が発生したことが予想される。

・ 地形判読や地表踏査結果から、斜面変形（A 箇所・B 箇所）が進んでいた可能性がある。

・ 降雨に伴い斜面変形が進み、道路クラックの形成・拡大した。

② 被災前の“緊急車両用道路の斜面変形への影響”

影響を及ぼした可能性がある。

・ 被災前の緊急車両用道路で発生していた道路クラックの原因である“斜面変形”には、緊急車両用

道路の擁壁・盛土荷重が影響を及ぼした可能性がある（P6）。また、この斜面変形に伴い道路盛土

や周辺地山の脆弱化を進行させた可能性もある。

■プロセス２）土砂流出（7 月 12 日の 1 回目土砂流出）（図 3.2-2 下）

① 土砂流出（1 回目土砂流出）の“発生メカニズム”

・ 誘因は、第 2 回検討委員会で提示した表流水解析結果を踏まえると、上流部（上部）斜面内に大雨に

起因した地表水・地下水の集中があったことが想定される。

・ 誘因の一つである地下水の具体的な影響については、地下水解析結果を踏まえ、第 4 回委員会で協議

する。

a)事実の整理

・ 土砂流出は、道路直下ではなく、撤去した擁壁基礎跡よりも斜面下方の範囲で生じていた。

・ 道路クラックは、7 月 12 日に変形しておらず、緊急車両用道路は落ち残っている。

・ 道路擁壁・カゴ枠・盛土は撤去済であり、被災時に道路荷重が除荷された状態であった。

・ 斜面上方において、2024 年 6 月に除伐された緊急車両用道路沿いの樹木の切り株が、土砂流出

時に根が張ったそのままの状態で、下方に向かい平行移動していることが確認された。

・ 斜面下方には樹高 30ｍを超えた巨木の存在が確認されている（資料 2）。

b）土砂流出の発生メカニズム

可能性 1 の場合

・ A 箇所上流部（上部）斜面は、7 月 2 日時点で不安定な状態になっていた。その後、7 月 12 日の

降雨がきっかけとなり斜面の上・中・下部のいずれかから土砂流出し、斜面の厚さ 2m 程度の土

砂部分が流出した。

・ 仮に斜面中部・下部から土砂流出が始まった場合は、後退性の土砂流出が発生し、斜面上部か

ら始まった場合は、土砂を巻き込みながら土砂流下したと想定する。

・ 土砂流出時に伐採木切株がそのままの状態で移動している事実から、根茎より下位の土砂が移

動しており、根茎の影響は小さいと判断する。

＜緊急車両用道路が残存している理由＞

土砂流出範囲は、被災前調査の Nd＜10 の範囲に近似しており、緊急車両用道路が残存した範囲

はNd＞10である。そのため、斜面変形はNd＞10の範囲も含めて発生していたものの、土砂流出

は Nｄ＜10 の範囲で発生したと考えられる（図 3.2-3）。

・ つまり、緊急車両用道路付近が残存した理由は、土砂流出範囲に比べて道路下が締まっていた

こと、さらに被災時には工事用ブルーシートで表面遮水されており、浸透水が少なかったこと

があげられる。

・

可能性 2 の場合（倒木）

・ すでに不安定化していたA箇所上流部（上部）斜面において、土砂流出が発生しやすい状況にあ

った。

・ その段階で地表水が集中しやすい斜面下部の樹高 30ｍ以上の巨木根元の捨土が洗堀されたこと

により倒木が発生し、後退性すべりに発展した（崩壊後に幅 5ｍ以上の抜け跡あり。資料 2 図

7.2-1）。

② 土砂流出（1 回目土砂流出）時の“緊急車両用道路の土砂流出発生への影響”

緊急車両用道路の土砂流出への影響を以下に示す。

可能性 1 の場合：影響を与えた可能性は低い

・ 被災時に擁壁・盛土撤去済であった。また、土砂流出は道路跡の基礎より下方斜面で発生しており、

緊急車両用道路跡は土砂流出後も落ち残っていることから、土砂流出の起点となるような直接の影

響を与えた可能性は低い。

・ なお、道路からの表流水・地下水の流入による土砂流出発生に対する影響は、地下水解析結果を踏

まえ、第 4 回検討委員会で提示する。

・

可能性 2 の場合（倒木）：影響を与えた可能性は低い。

・ 不安定化していた巨木の倒木は、降雨影響による侵食や小規模な土砂流出の影響と考えられる。

・ そのため、30～40ｍの離隔がある倒木に、被災時に変形していない緊急車両用道路（図 3.1-5）が

直接影響した可能性は低い。

■プロセス３）土砂流下の発生（図 3.2-2 右上）

・土砂流下の発生メカニズム

・急斜面から流出した土砂は、渓流の水を取り込みながら谷を流下し、その一部は谷末端の急傾斜

崩壊防止施設を破壊し、住宅地に流出した（１回目）。残った土砂も谷に流入した雨水とともに

泥濘化（2.3 回目）し、住宅地に計 3 回流出した。

・被災時には、斜面下部（B 箇所流下部）に表流水が集中していた可能性が高い。そのため、この

箇所に斜面から土砂が比較的早い速度で流下し、水を含みながら周辺の堆積物（捨土）や樹木を

巻き込み、谷地形に沿って直線的に流下したと推定する。
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）

図 3.2-2 上流部（上部）の１回目土砂流出メカニズムと緊急車両用道路の影響について

・表流水の集中する B 箇所流下部に高速で土砂が大量

に流下し、含水率を高めながら下方へ流下した。

B

擁壁（撤去済）

落ち残り（変形範囲）

（緊急車両用道路）

捨土（斜面変形範

捨土

基盤岩（和泉層群礫岩）

B 箇所流下部（表流水集中箇所）

③プロセス 3）7 月 12 日の“土砂流下” ■土砂流下の発生メカニズム

・急斜面から流出した土砂は、渓流の水を取り込みながら谷を流下。
その一部は谷末端の急傾斜崩壊防止施設を破壊し住宅地に流出した（1回目）。
残った土砂は谷に流入した雨水とともに泥濘化し（2.3 回目）、住宅地に計 3回流出した。

・被災時には、斜面下部（B 箇所流下部）に表流水が集中していた可能性が高い。そのため、この
箇所に斜面から土砂が比較的早い速度で流下し、水を含みながら周辺の堆積物（捨土）や樹木を
巻き込み、谷地形に沿って直線的に流下したと推定する。

土砂流下

含水高い

降雨

A 箇所（上流部（上部））斜面

誘因

■1回目土砂流出メカニズムと道路の影響（時系列プロセスごとの整理）
① プロセス 1）被災前に道路クラックを発生した“斜面変形”

擁壁

少なくとも 2017 以降降雨に

伴いクラック拡大（誘因）

斜面変形

斜面変形は複数の規模

があったと想定（地形

判読・差分図解析よ

り）
巨木

■被災前の斜面変形の“発生メカニズム”

・斜面変形（A 箇所・B 箇所）が進んでおり、降雨に伴い斜面変形が進み、道路ク

ラックの形成・拡大した。

■被災前の“緊急車両用道路の斜面変形への影響”

影響を及ぼした可能性がある。

・被災前の緊急車両用道路で発生していた道路クラックの原因である“斜面変

形”には、緊急車両用道路の擁壁・盛土荷重が影響を及ぼした可能性がある

（P6）。また、この斜面変形に伴い道路盛土や周辺地山の脆弱化を進行させた

可能性もある。

変形範囲（斜面上部の場合のイメージ）

変形範囲（斜面中部全体が動く場合のイメージ）

捨土（斜面変形範囲）

捨土

基盤岩（和泉層群礫岩）

B 箇所流下部（表流水集中箇所）

降雨

誘因

変形範囲（斜面下部が動く場合のイメージ）

倒木

擁壁（撤去済）

捨土（斜面変形範囲）

捨土

基盤岩（和泉層群礫岩）

土砂流出

②プロセス 2）7 月 12 日の“土砂流出”

■土砂流出（1 回目土砂流出）の“発生メカニズム”

可能性 1 の場合

・すでに不安定化していた斜面上部（上部）斜面で。その後、7 月 12 日の降雨がきっかけとなり、斜面の上・中・下部のいずれかから土砂流出

し、斜面の厚さ 2m程度の土砂部分が流出した。

可能性 2 の場合（倒木）

・すでに不安定化していた A箇所上流部（上部）斜面において、土砂流出が発生しやすい状況にあった。

・その段階で地表水が集中しやすい斜面下部の樹高 30ｍ以上の巨木根元の捨土が洗堀されたことにより倒木が発生し、後退性すべりに発展した。

■土砂流出（1 回目土砂流出）時の“緊急車両用道路の土砂流出発生への影響”

可能性 1 の場合：影響を与えた可能性は低い

・被災時には緊急車両用道路が撤去済であり、道路自体は流出していないことから、緊急車両用道路の荷重が、土砂流出の起点となるような直接

の影響を与えた可能性は低い。

・なお、道路からの表流水・地下水の流入による土砂流出発生に対する影響は、地下水解析結果を踏まえ、第 4 回検討委員会で提示する。

可能性 2 の場合（倒木）：影響を与えた可能性は低い。

・不安定化していた巨木の倒木は、降雨影響や小規模な土砂流出と考えられる。

・そのため、30～40ｍの離隔がある倒木に、被災時に変形していないため、緊急車両用道路が直接影響した可能性は低い。

降雨

誘因

浸透水の影響

は検討中

落ち残り（変形範囲）

（緊急車両用道路）
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図 3.2-3 プロセス２）の土砂流出で落ち残った範囲の強度

簡易貫入試験 Nd＜10 範囲が 7/12 に土砂流出しており、Nd＞10 範囲である緊急車両用道路は残
存している。

■まとめ

＜当該箇所の土砂流出の発生プロセスと各段階における緊急車両用道路の影響について＞

・土砂流出は、道路より下方斜面で発生しており、被災時に道路擁壁や盛土は撤去済であったため、道路が

今回の被災に直接影響を与えた可能性は低い。

・ただし、古い記録がないため断定できないが、被災前の緊急車両用道路で発生していた道路クラックの原

因である“斜面変形”には、緊急車両用道路の擁壁・盛土荷重が影響を及ぼした可能性がある。

7 月 12 日の土砂流出面斜面変形範囲

石垣

擁壁

地表線

緊急車両用道路付近の斜面変形範囲

ND<10 の範囲が流出

ND>10 の範囲が残る 7 月 12 日の土砂流出面

擁壁撤去により荷重除去を

実施した後に土砂流出発生

2024 被災範囲

土砂流出した範囲は、被災前の Nd＝10（不安定土塊）の範囲に近い

緊急車両用道路の落ち残り範囲は Nd＝10 以上の範囲である（SP20-1 が擁壁基礎が ND>20 を確認）

2023 被災前の Nｄ値断面に加筆修正

ND>10

2024 被災範囲
ND<10

ND>10

ND<10

道路クラック

斜面変形範囲

擁壁撤去

道路クラック

被災前 被災後
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素因・誘因について
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1 回目の土砂流出の素因・誘因について

・第 2 回検討委員会で提示した想定される素因・誘因について、第 3 回検討委員会における検討結果および検

討状況を示す。

【災害発生の素因】

災 害 発 生

の素因

斜面不安定

化の要因
原 因

第 3 回委員会までの

検討結果及び検討状況

せん断抵

抗力の低

下

地盤材料の

強度低下

（風化・変

形）

・経年変化による強度低下の

可能性。

・長期間の斜面変形の影響に伴い、斜面・

盛土材料の強度低下した可能性がある

（資料 4 Ｐ15）。

斜面の侵食 ・過去の降雨や表流水により、

斜面の侵食が進行しており、

表層が不安定化していた可能

性。

・地形判読や地表踏査、過去の道路変状から

道路施工区間（A 箇所）・未施工区間（B 箇

所）の斜面は、双方とも斜面変形が発生し

ていた可能性が高く、変形に伴い不安定化

していた可能性がある（資料 2 P11、13，

資料 4 P2）。

伐採影響 ・伐採により樹木の根茎がなく

なったことで斜面の抵抗力が

低下

・土砂流出面は樹木の根系よりも下位で発

生しているため、工事伐採に伴う根系の

土砂流出防止機能の低下の影響は小さい

と考える（資料 4 P14）。

せん断応

力の増加

荷重増加 ・2015（平成 27）年の道路擁

壁施工による荷重増加。

・被災前の緊急車両用道路で発生していた

道路クラックの原因である“斜面変形”

には、緊急車両用道路の擁壁・盛土荷重

が影響を及ぼした可能性がある（資料 4

P6）。

・ただし、7 月 12 日の土砂流出は、擁壁や

盛土は撤去済であり、荷重増加の影響は

なかった（資料 4 P10、11）。

・樹木の成長に伴う荷重増加 ・A 箇所の土砂流出した斜面には、被災前に

城山に少ない 30ｍを超える巨木があった

ことが確認された（資料 2 P10）。

・土砂流出箇所は、硬く透水性の低い礫岩

上に、軟質な捨土が 1～3ｍ程度で覆って

おり、巨木の根元は降雨時に地表水が集

中し、不安定化しやすかったと推定す

る。

斜 面 内 に

築城以降

の捨土が

分布

軟質な捨土

の分布

・被災前は最大厚 3～4ｍ程度

覆っていた（レーザー測量

差分＋現地簡易貫入試験結

果）。

・それらは瓦片などを含み、

・同左（第 2 回委員会資料）

不均質で強度が低い。

林 内 の 浸

透 能 ・ 排

水 機 能 の

低 下 （ 植

生）

植生の浸透

能・排水機

構の低下に

起因する表

面侵食や斜

面崩壊の危

害

・史跡松山城跡樹木管理計画*

では、城山の土砂流出及び

山地崩壊防止機能などの低

下に対する対応の必要性が

指摘されている。もともと

城山の時間あたりの浸透能

（森林土壌が地表にある水

分を吸収・浸透させる量）

は、平均 80mm 前後、未整備

地では 40mm 前後（森林の整

備率は「不可」の評価）で

あり、表面流が発生しやす

い。また林内の浸透能や排

水機能が低下し、小崩壊跡

や表面侵食の痕跡が各所に

認められていると指摘あ

り。

・道路周辺の樹木伐採は、道路付近の 13 本

のみである（第 2 回委員会資料）。

・ただし樹木伐採に伴う浸透能の影響は不

明。

*松山市ほか（2023）：史跡松山城跡樹木管理計画，松山市ホームページ

【災害発生の誘因】

災害発生

の誘因

斜面不安定

化の要因
原 因

第 3 回委員会までの

検討結果及び検討状況

せん断応

力の増加

荷重増加 ・降雨による浸透水・地表

水・地下水の流入による飽

和に伴う土砂荷重増加の可

能性。

・斜面変形に伴い発生した道路クラックは、

警報級の降雨後に拡大することが確認され

ており、降雨による荷重増加は誘因の一つ

と考える（第 2 回委員会及び資料 4

P15）。

せん断抵

抗力の低

下

降雨による

浸透水・地

表水・地下

水の流入、

通水・排水

阻害による

間隙水圧上

昇

・降雨：7 月 11 日～12 日の降

雨は、被災時には 20 ㎜弱/

時間程度であったが、７月

12 日午前 3 時には土壌雨量

指数 113 に達していた。

・また 6 月の１か月降水量は

歴代 2 位（20 年間）であっ

た。

・地表水（地下水）の流入：

本丸広場、緊急車両用道路

や周辺斜面・谷地形からの

流入水による可能性。

・浸透流解析は、第 4 回委員会で検討結果を

提示する。

【被害拡大の原因】

・ 被災した流出土砂流量は、約 6,000 ㎥であった。しかし、当該斜面における土石流の基礎調査の運用マ

ニュアルに準じた「侵食可能土砂量」は 2,000 ㎥程度と試算されており、被災時は、想定の約 3 倍の土

砂が流出した。このことが、被害拡大の原因の一つであったと想定される。

・ 実際の流出土砂量と「想定した侵食可能土砂量」の差が生じた原因は、土砂流出範囲に築城以降の捨土

が厚さ 3m 程度覆っていたことがあげられる。
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